





























































会の新局面である FinTech の発展を支えた要因としては、①情報技術（Information Technology ／ IT）や
情報通信技術（Information and Communication Technology ／ ICT）、クラウドコンピューティングなどに
よる多種多様で大量なデータの蓄積・処理・分析の容易化、②各種センサー、スキャニング技術、人工


















































































（および損益計算書）またはその要旨の公告をすること（商 283 Ⅲ、商法特例法 16 Ⅱ）、知りえない株
主および社債権者に対する通知手段や伝達手段としての公告をすることが要求されていた（商 224 ノ 3
Ⅳ・328 等。なお、公告方法につき商 166 Ⅰ⑨Ⅳ・188 Ⅱ①参照）。
12）　商法によれば、株式や社債を発行するときは定められた事項を記載した株式申込証または社債申込


































改正する等の法律（平成 13 年法律第 79 号）により、単位株制度に代わるものとして創設された単元株
制度においては、その単元未満株式を有する株主の権利内容につき、法に特段の制限が設けられてい
る場合（商 241 Ⅰ但書・256 ノ 3 Ⅲ・257 Ⅲなど）を除いて通常の株主としての権利を行使することが
できる。
16）　計算書類、附属明細書、監査報告書は定時総会の会日の 2 週間前から会社の本店に原本を 5 年間分、
支店に謄本を 3 年間分備え置くことを要し、閲覧等に供しなければならないが（商 282 ⅠⅡ、商法特例
法 16・19）、商法特例法で規定する小会社では、定時総会の会日の 1 週間前から会社の本店に計算書類、









商事法務 974 号（1983 年）38 頁。











































る（証取法 25）。届出が受理されて 15 日後に届出の効力が発生するが、既に発行会社の情報
















関する取扱通達（平成 4 年 7 月 20 日蔵証第 1002 号、改正平成 10 年 6 月 18 日蔵証第 1141 号）の B 個
別通達のうち、Ⅰ「事業の概況等に関する特別記載事項」の記載例に関する取扱通達に示されていた。














（証取法 24）、半年ごとの半期報告書 25）や一定の事実が生じた場合の臨時報告書 26）（証取法 24
















官）等へ提出することになっている（証取法 24 の 5 Ⅰ）。半期報告書は資本金の増減、株価および株
式売買高の推移、役員の異動、大株主や親会社および子会社、従業員、事業および営業、設備、経理
の各状況が記載され、記載内容は有価証券報告書に比較すると簡略化されている。有価証券報告書と




（証取法 24 の 5 Ⅳ）。臨時報告書の提出を必要とする場合としては、①外国で 5 億円以上の株式等の募
集および売出し、②株式等の 5 億円以上の私募、③親会社または特定子会社の異動、④主要株主の異
動、⑤重要な災害の発生、⑥資産の 5 パーセント以上に相当する額の損害賠償請求訴訟の提起または訴









であることから新設されたものである。なお、商法等の一部を改正する等の法律（平成 13 年法律第 79
号）により、自己株式の取得に関する決議ごとにそれぞれ 3 か月ごとに提出させていた自己株券買付状





























利便向上を図り株式市場の活性化に役立てることを目的として、エディネット（EDINET ／ Electronic 
Disclosure for Investers'NETwork）と呼ばれるシステムが 2001 年 6 月から稼働を開始した。なお、開示
すべき事項は通告制度で通告を要求している項目と同じであるが、企業秘密など開示しないほうが会
社の利益になることもあるので、常に早期開示を求めているというわけではない。


















とで 5 パーセント以上の株式を保有するような取得をするときは、公開買付（TOB ／ Takeover 
Bid）が原則とされ（証取法 27 の 5）、その際に一定の会社情報の開示が要求されている（証取





ればならない（証取法 27 の 3・27 の 22 の 2）。公開買付に対して申込みをしてきた株主には、
公開買付説明書を交付する（証取法 27 の 9・27 の 22 の 2）。そして、公開買付期間が経過し








27 の 2）と発行会社による株式公開買付（証取法 27 の 22 の 2）とがある。前者については株式公開買














（証取法 27 の 23 Ⅰ）、その写しを上場株式の場合は証券取引所、店頭登録株式の場合は証券業
協会に対して送付するとともに、上場株式、店頭登録株式を発行した発行会社に対しても送付




項について変更報告書を提出しなければならない（証取法 27 の 25 Ⅰ）。変更報告書は会社に
高値で引き取らせたりすることを防止するためのもので、大量保有者が短期間に大量の株式を
譲渡した場合には譲渡の相手方および対価に関する事項について記載しなければならない（証
取法 27 の 25 Ⅱ）。変更報告書は株式を取得してから 60 日以内に発行済株式総数の 5 パーセン






































　2017 年 9 月 11 日。
35）　三輪芳朗「規制緩和時代の消費者と情報」月刊国民生活（国民生活センター 1996 年）。
36）　1998 年 9 月 16 日読売新聞・生活面「家庭とくらし」。
37）　藤倉皓一郎「消費者の保護」竹内昭夫・龍田節編『現代企業法講座（第 1 巻）』（東京大学出版会、
1984 年）317 頁。






リスト 1126 号（1998 年）109 頁。）。なお当時の情報提供義務に関するものとして、松本恒雄「詐欺・
錯誤と契約締結における情報提供義務」法学教室 177 号（1995 年）55 頁、下森定「保証・物上保証契















昭和 51 年のロッキード事件の発覚を契機に情報公開の機運が高まり、昭和 54 年の大平内閣
では情報公開の必要性を認めた。その後、何度か情報公開法案が提出され、平成 6 年の村山政
権では行政改革の一環として情報公開法制定がうたわれた。そして、平成 8 年 11 月に行政改
革委員会によってまとめられた情報公開法要綱案をもとに、「行政機関の保有する情報の公開
に関する法律案（いわゆる情報公開法案）」が提出され、平成 11 年 5 月 7 日に、同法案は平







40）　藤岡文七「消費者行政の展開と課題」ジュリスト 1139 号（1998 年）13 頁。なお、消費者契約につい
て包括的な民事ルールを定めた消費者契約法は 2001 年 4 月 1 日から施行された。
41）　自治体レベルでは昭和 57 年 3 月に、山形県金山町において全国初の公文書公開条例が制定された。
都道府県レベルでは同年 10 月に、神奈川県で初めて公文書公開条例が制定された。現在では、多くの
地方自治体で情報公開条例や要綱が制定されている。世界各国の情報公開法に強い影響を与えたもの
は、アメリカが 1966 年に制定した情報公開法（FOIA ／ Freedom of Information Act －情報自由法）であ
る。その後、1970 年にデンマーク、78 年にフランス、オランダ、82 年にはカナダで情報公開法が制定
された。アメリカの情報公開法は、誰でも公開請求することができる。わが国の情報公開法は誰でも
公開請求することができることになっているが、地方自治体では誰でも請求できるとしているものと
住民に限定しているものとに分かれている（平松毅「情報公開」ジュリスト 1000 号（1992 年）49 頁、











平成 10 年 1 月 1 日から施行された新しい民事訴訟法は文書提出命令を決定できる場合につ
いて拡大するとともに、当事者照会制度を新設した。また、平成 13 年 4 月 1 日から施行され
た情報公開法との整合性に配慮しながら、公務秘密文書や刑事事件関係書類等の公務文書を対
象に文書提出命令制度の拡充について検討を進めてきた結果、文書提出命令制度の拡充を図っ





は、①当事者が訴訟において引用した文書を自ら所持するとき（民訴 220 ①、旧民訴 312 ①）、
②挙証者が文書の所持者に対しその引渡しまたは閲覧を求めることができるとき（民訴 220
②、旧民訴 312 ②）、③文書が挙証者の利益のために作成され、または挙証者と文書所持者と



























カメラ審理手続が新設された（民訴 223 Ⅲ）45）。また、民事訴訟法 220 条 4 号ロは証言拒絶権

















る貸出稟議書が民事訴訟法 220 条 3 号後段の法律関係文書に当たらず、同条 4 号ハの自己利用文書に該






































































和 61・5・29 判時 1194 号 33 頁、なお上告審は最一小判平成 5・9・9 民集 47 巻 7 号 4814 頁）。また、敵
対的企業買収が生じているもとで株式の買占めに対する企業防衛策として第三者割当増資が行われ、そ
の有効性が争われた忠実屋・いなげや、宮入バルブ両事件などの事例（東京地民 8 部決平成 1・7・25 判
時 1317 号 28 頁、東京地民 8 部決平成 1・9・5 判時 1323 号 48 頁）があり、同様のことが問題となっている。
なお、従業員利益の配慮を目的とする従業員持株制度を前提とした規定が平成 6 年改正によって新たに
設けられた（商 210 ノ 2）一方で、会社使用人の先取特権については古くから認められている（商 295）。
54）　労働者代表監査役あるいはその他の監査役会構成員（公益の代表者）については、その選任につい
て定める共同決定法その他の法律が、その資格についても定めを置く（高橋英治『ドイツ会社法概説』




























に、具体的な行動計画であるアジェンダ 21 が採択された。わが国では平成 5 年にアジェンダ









省）が ISO14000 シリーズに準拠し、日本工業規格（JIS）の一部として環境 JIS の作成を進めている。
















































































61）　行政改革委員会は、行政改革の実施状況を監視するため、1994 年 12 月に設置された政府の第三者機
関である。委員長以下 5 人で構成され、①規制緩和、②特殊法人見直しなど行政改革、③行政情報公開
の実施状況を監視し、調査・審議結果をもとに、首相に改善意見を具申する。必要に応じて勧告する
権限をもつ。規制緩和小委員会は 1995 年 3 月に政府が決定した規制緩和推進計画の実施状況を監視し、
改定に際して意見を述べるため行政改革委員会の下部組織として同年 4 月に設置された。小委員長、委
員、参与ら 16 人が専門的な調査・検討を行い、同年 10 月までに「規制緩和に関する論点公開」と題し
て 46 の重点検討項目をまとめた。その後、国民各層から幅広い意見を聞くため、全国各地で 1 日行政
改革委員会や中央省庁や関係団体との公開討論会などを開催している。1999 年 4 月に、規制改革委員
会と改称された。なお、規制緩和小委員会が 1995 年 12 月 7 日にまとめた報告「光り輝く国をめざして












































Review of Disclosure Rules and Operations
－ For the purpose of fundamental law establishment as " the Basic 
Act " for information disclosure of the companies －
The interested parties of the companies have stockholders, creditors, 
investors, business transaction counterparties, general consumers, 
employees, the inhabitants of the community, the companies must disclose 
the information that these interested parties need. In addition, the companies 
must provide the information that these interested parties need, and the 
information that these interested parties need is different in each.  For their 
being different, the general system that it is called the information disclosure 
system of the companies does not exist in Japanese legal systems.  However, 
the information disclosure system of the companies must effectively 
functionalize the mechanism called the self-responsibility based on the self-
decision right, to that end, I consider that it is necessary to assemble in one 
the information disclosure system of the companies becoming separate.
By the way, the round-table conference of Financial Services Agency 
(the then Ministry of Finance) of which the Japanese name is "atarasii 
Kinyuu no nagare ni kansuru Kondankai (The Round-Table Conference 
about a new finance )" was held at the time of 1998.  I look back on the 
then situation of the information disclosure system in this papar, look 
around them from several standpoints.  And I perform it for clues thinking 
about the need of the fundamental law establishment as "the Basic Act" for 
information disclosure of the companies.
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